
事 務 連 絡 

平 成 ２ ０ 年 ２ 月 ２ ９ 日 

 

 

 

都道府県国民健康保険主管課（室） 

 国民健康保険事業月報・年報担当者 様 

 

 

 

                 厚生労働省保険局 

調査課数理第２係 

 

 

健康保険法等の一部を改正する法律（平成１８年法律第８３号） 

の平成２０年４月施行分に係る国民健康保険毎月事業状況報告書 

（事業月報）等に関する改正案等の一部訂正、及びアンケート調査 

の実施について 

 

 

国民健康保険事業の統計・調査業務につきましては、日頃から格別のご協力

を賜り厚く御礼申し上げます。 

 

１．国民健康保険毎月事業状況報告書（事業月報）等に関する改正案等の一部

訂正について 

 

これまで、平成２０年１月１８日付及び２月２２日付の各事務連絡において、

国民健康保険毎月事業状況報告書（事業月報）、国民健康保険退職者医療毎月

事業状況報告書（退職者医療事業月報）、国民健康保険事業状況報告書（事業

年報）及び国民健康保険退職者医療事業状況報告書（退職者医療事業年報）（以

下、総称して「事業月報・年報」という。）の平成２０年度以降の様式改正案

等に関する情報提供を行ってきたところです。 

その後、平成２０年２月２２日付事務連絡の別添資料の一部に誤りが判明し

ましたので、下記の通り訂正内容をお伝えするするとともに、別添資料を差し

替えいただきますようお願いいたします。 

  

お手数をおかけして誠に申し訳ございませんが、以下の内容及び別添資料の

差し替えにつきまして、貴管内保険者に対して周知されますようよろしくお願



い申し上げます。 

 

①誤りの判明した平成２０年２月２２日付事務連絡の別添資料 

 ：別添１３ 月報Ｃ表（１）（２）記載例（指定公費負担関連） 

②誤記箇所 

 ：事例③、記載例③、事例⑤及び記載例⑤ 

③訂正内容 

：高額療養費の計算式及び支給決定額を訂正 

 

２．国民健康保険組合に係る事業年報Ｂ表（３）（４）の取扱いに係るアンケ

ート調査の実施について 

 

（※別紙１の通り） 

 

以上 

 

    【照会先】 

厚生労働省保険局調査課数理第二係 武田、八城
やしろ

 

TEL:03-5253-1111（内線 3296） 

FAX:03-3504-1210 

E-mail:kokuke@mhlw.go.jp 



（別添１３）

※図中表記について

Ａ［72歳（一般：一般所得）］
（もしくは自己負担額）

※赤字は現物給付化された高額療養費
※青字は現金給付による高額療養費

⇒

（レセプトの種類）

外来

入院

2割負担額

一部負担金

（医療費）

指定公費負担

※高額療養費の対象外

（被保険者）

（30,000円）

（100,000円）

6,000円

20,000円

3,000円

10,000円

3,000円

10,000円

A

指定公費負担
事例①



（別添１３）

件 円 円 円 円

件 円 円 円 円

件 円 円 円 円

件 円 円 円 円

件 円 円 円 円

様式３ 国民健康保険事業月報等

国民健康保険毎月事業状況報告書（事業月報）Ｃ表（１）

（ 平成 年度 ： 平成 月診療分

都 道 府 県 名

年 月 ）

保 険 者 名

○保険給付状況
都 道 府 県 ・ 保 険 者 番 号 -

１．医療給付の状況

（１）全体

件数 費用額 保険者負担分 一部負担金 他法負担分

療 養 の 給 付 等 2 130,000 104,000 13,000 13,000

食事療養・生活療養 （再掲）

療

養

費

等

食 事 療 養 ・ 生 活 療 養

療

養

費

診 療 費

柔 道 整 復 師

ハ リ ・ キ ュ ウ

補 装 具

ア ン マ ・ マ ッ サ ー ジ

そ の 他

移 送 費

小 計

13,000

（２） 前期高齢者分再掲

件数 費用額 保険者負担分 一部負担金 他法負担分

計 2 130,000

130,000 104,000

13,000104,000

13,000 13,000

食事療養・生活療養 （再掲）

療 養 の 給 付 等 2

移 送 費

療 養 費

食 事 療 養 ・ 生 活 療 養

計 2 130,000 104,000 13,000 13,000

療
養
費
等

（３） ７０歳以上一般分再掲

件数 費用額 保険者負担分

療 養 の 給 付 等 2 130,000 104,000

食事療養・生活療養 （再掲）

一部負担金 他法負担分

13,000 13,000

療
養
費
等

食 事 療 養 ・ 生 活 療 養

療 養 費

13,000

（４） ７０歳以上現役並み所得者分再掲

移 送 費

他法負担分

計 2 130,000

件数 費用額 保険者負担分 一部負担金

13,000104,000

食事療養・生活療養 （再掲）

療 養 の 給 付 等

食 事 療 養 ・ 生 活 療 養

移 送 費

療
養
費
等

療 養 費

計

保険者負担分

食 事 療 養 （再掲）

（５）未就学児分再掲

件数

療 養 の 給 付 等

一部負担金 他法負担分費用額

移 送 費

療
養
費
等

食 事 療 養

療 養 費

計

事例①
療養の給付等



（別添１３）

※図中表記について

Ａ［72歳（一般：一般所得）］
（もしくは自己負担額）

※赤字は現物給付化された高額療養費
※青字は現金給付による高額療養費

■70歳以上入院の

→

↑ ↓

★指定公費負担額
14,400円=44,400-30,000

自己負担限度額（一般所得）

（被保険者）

（300,000円） 15,600円=60,000 -44,400

30,000円

（レセプトの種類）

入院

44,400円
■償還額14,400円

2割負担額

一部負担金

（医療費）

指定公費負担

60,000円

A

指定公費負担
事例②



（別添１３）

件 円 円 円 円

件 円 円 円 円

件 円 円 円 円

件 円 円 円 円

件 円 円 円 円

様式３ 国民健康保険事業月報等

国民健康保険毎月事業状況報告書（事業月報）Ｃ表（１）

（平成 年度：平成 月診療分

都 道 府 県 名

年 月 ）

保 険 者 名

○保険給付状況
都 道 府 県 ・ 保 険 者 番 号 -

１．医療給付の状況

（１）全体

件数 費用額 保険者負担分 一部負担金 他法負担分

療 養 の 給 付 等 1 300,000 240,000 45,600 14,400

食事療養・生活療養 （再掲）

療

養

費

等

食 事 療 養 ・ 生 活 療 養

療

養

費

診 療 費

柔 道 整 復 師

ハ リ ・ キ ュ ウ

補 装 具

ア ン マ ・ マ ッ サ ー ジ

そ の 他

移 送 費

小 計

14,400

（２） 前期高齢者分再掲

件数 費用額 保険者負担分 一部負担金 他法負担分

計 1 300,000

300,000 240,000

45,600240,000

45,600 14,400

食事療養・生活療養 （再掲）

療 養 の 給 付 等 1

移 送 費

療 養 費

食 事 療 養 ・ 生 活 療 養

計 1 300,000 240,000 45,600 14,400

療
養
費
等

（３） ７０歳以上一般分再掲

件数 費用額 保険者負担分

療 養 の 給 付 等 1 300,000 240,000

食事療養・生活療養 （再掲）

一部負担金 他法負担分

45,600 14,400

療
養
費
等

食 事 療 養 ・ 生 活 療 養

療 養 費

14,400

（４） ７０歳以上現役並み所得者分再掲

移 送 費

他法負担分

計 1 300,000

件数 費用額 保険者負担分 一部負担金

45,600240,000

食事療養・生活療養 （再掲）

療 養 の 給 付 等

食 事 療 養 ・ 生 活 療 養

移 送 費

療
養
費
等

療 養 費

計

保険者負担分

食 事 療 養 （再掲）

（５）未就学児分再掲

件数

療 養 の 給 付 等

一部負担金 他法負担分費用額

移 送 費

療
養
費
等

食 事 療 養

療 養 費

計

事例②
療養の給付等

高額療養費を含む



（別添１３）

高額療養費(円)

（再掲）
未就学児分

件数

高額療養費(円)

0

高額療養費(円) 0

（再掲）
70歳以上
一般分

件数

高額療養費(円)

（再掲）
前期

高齢者分

件数 0

高額療養費(円) 0

総数

件数

合算分 単独分

他法併用分 現物給付分

（再掲）

1 1

15,600 15,600

1 1

15,600 15,600

1 1 1

15,600 15,600 15,600

他法併用分 合計 現物給付分

（再掲）

合算分 単独分

多数該当分 その他 多数該当分 長期疾病分 入院分 その他

件数

高額療養費(円)

件数

高額療養費(円)

件数

高額療養費(円)

件数

高額療養費(円)

年

（再掲）
70歳以上現役
並み所得者分

総数

（再掲）
前期

高齢者分

（再掲）
70歳以上
一般分

（再掲）
70歳以上現役
並み所得者分

（再掲）
未就学児分

件数

高額療養費(円)

２．高額療養費の状況

国民健康保険毎月事業状況報告書（事業月報）Ｃ表（２）

月

様式３－２

：平成 平成（ 年度

２．高額療養費の状況

件数

多数該当分 その他 多数該当分 長期疾病分 入院分

） 月診療分

長期高額特定疾病該当者数 人

長期高額特定疾病該当者数 人

合計
その他

0

0

事例②
現物給付時

事例②
現金給付時



（別添１３）

※図中表記について

C［71歳（一般：低所得）］
（もしくは自己負担額）

※赤字は現物給付化された高額療養費
※青字は現金給付による高額療養費

■70歳以上外来の

→

↑ ↓

★指定公費負担額
■70歳以上外来の

3,000円=11,000-8,000

※申請により低所得者と判明

自己負担限度額（低所得）

1,000円=12,000-11,000

8,000円
■償還額

（医療費）

指定公費負担

22,000円
11,000円

自己負担限度額（一般所得）

（被保険者）

（110,000円）

（レセプトの種類）

外来

12,000円
■償還額

10,000円=22,000 -12,000
1,000円

2割負担額

一部負担金

C

指定公費負担
事例③



（別添１３）

件 円 円 円 円

件 円 円 円 円

件 円 円 円 円

件 円 円 円 円

件 円 円 円 円

様式３ 国民健康保険事業月報等

国民健康保険毎月事業状況報告書（事業月報）Ｃ表（１）

（平成 年度：平成 月診療分

都 道 府 県 名

年 月 ）

保 険 者 名

○保険給付状況
都 道 府 県 ・ 保 険 者 番 号 -

１．医療給付の状況

（１）全体

件数 費用額 保険者負担分 一部負担金 他法負担分

療 養 の 給 付 等 1 110,000 88,000 21,000 1,000

食事療養・生活療養 （再掲）

療

養

費

等

食 事 療 養 ・ 生 活 療 養

療

養

費

診 療 費

柔 道 整 復 師

ハ リ ・ キ ュ ウ

補 装 具

ア ン マ ・ マ ッ サ ー ジ

そ の 他

移 送 費

小 計

1,000

（２） 前期高齢者分再掲

件数 費用額 保険者負担分 一部負担金 他法負担分

計 1 110,000

110,000 88,000

21,00088,000

21,000 1,000

食事療養・生活療養 （再掲）

療 養 の 給 付 等 1

移 送 費

療 養 費

食 事 療 養 ・ 生 活 療 養

計 1 110,000 88,000 21,000 1,000

療
養
費
等

（３） ７０歳以上一般分再掲

件数 費用額 保険者負担分

療 養 の 給 付 等 1 110,000 88,000

食事療養・生活療養 （再掲）

一部負担金 他法負担分

21,000 1,000

療
養
費
等

食 事 療 養 ・ 生 活 療 養

療 養 費

1,000

（４） ７０歳以上現役並み所得者分再掲

移 送 費

他法負担分

計 1 110,000

件数 費用額 保険者負担分 一部負担金

21,00088,000

食事療養・生活療養 （再掲）

療 養 の 給 付 等

食 事 療 養 ・ 生 活 療 養

移 送 費

療
養
費
等

療 養 費

計

保険者負担分

食 事 療 養 （再掲）

（５）未就学児分再掲

件数

療 養 の 給 付 等

一部負担金 他法負担分費用額

移 送 費

療
養
費
等

食 事 療 養

療 養 費

計

事例③
療養の給付等

高額療養費を含む



（別添１３）

高額療養費(円)

（再掲）
未就学児分

件数

高額療養費(円)

1

高額療養費(円) 3,000 3,000

1（再掲）
70歳以上
一般分

件数

3,000高額療養費(円)

（再掲）
前期

高齢者分

件数 1

高額療養費(円) 3,000 3,000

1

総数

件数

合算分 単独分

他法併用分 現物給付分

（再掲）

1 1

10,000 10,000

1 1

10,000 10,000

1 1 1

10,000 10,000 10,000

他法併用分 合計 現物給付分

（再掲）

合算分 単独分

多数該当分 その他 多数該当分 長期疾病分 入院分 その他

件数

高額療養費(円)

件数

高額療養費(円)

件数

高額療養費(円)

件数

高額療養費(円)

年

（再掲）
70歳以上現役
並み所得者分

総数

（再掲）
前期

高齢者分

（再掲）
70歳以上
一般分

（再掲）
70歳以上現役
並み所得者分

（再掲）
未就学児分

件数

高額療養費(円)

２．高額療養費の状況

国民健康保険毎月事業状況報告書（事業月報）Ｃ表（２）

月

様式３－２

：平成 平成（ 年度

２．高額療養費の状況

1

件数

多数該当分 その他 多数該当分 長期疾病分 入院分

） 月診療分

長期高額特定疾病該当者数 人

長期高額特定疾病該当者数 人

合計
その他

1

3,000

事例③
現物給付時

事例③
現金給付時



（別添１３）

※図中表記について

Ａ［72歳（一般：一般所得）］
（もしくは自己負担額）

※赤字は現物給付化された高額療養費
※青字は現金給付による高額療養費

■70歳以上入院の

→

↑ ↓

★指定公費負担額

自己負担限度額を超えるため）

（レセプトの種類）

入院

44,400円
■償還額0円

2割負担額

一部負担金

（医療費）

指定公費負担

120,000円

対象外（1割負担額が

自己負担限度額（一般所得）

（被保険者）

（600,000円） 75,600円=120,000 -44,400

60,000円
A

指定公費負担
事例④



（別添１３）

件 円 円 円 円

件 円 円 円 円

件 円 円 円 円

件 円 円 円 円

件 円 円 円 円

様式３ 国民健康保険事業月報等

国民健康保険毎月事業状況報告書（事業月報）Ｃ表（１）

（平成 年度：平成 月診療分

都 道 府 県 名

年 月 ）

保 険 者 名

○保険給付状況
都 道 府 県 ・ 保 険 者 番 号 -

１．医療給付の状況

（１）全体

件数 費用額 保険者負担分 一部負担金 他法負担分

療 養 の 給 付 等 1 600,000 480,000 120,000

食事療養・生活療養 （再掲）

療

養

費

等

食 事 療 養 ・ 生 活 療 養

療

養

費

診 療 費

柔 道 整 復 師

ハ リ ・ キ ュ ウ

補 装 具

ア ン マ ・ マ ッ サ ー ジ

そ の 他

移 送 費

小 計

0

（２） 前期高齢者分再掲

件数 費用額 保険者負担分 一部負担金 他法負担分

計 1 600,000

600,000 480,000

120,000480,000

120,000

食事療養・生活療養 （再掲）

療 養 の 給 付 等 1

移 送 費

療 養 費

食 事 療 養 ・ 生 活 療 養

計 1 600,000 480,000 120,000 0

療
養
費
等

（３） ７０歳以上一般分再掲

件数 費用額 保険者負担分

療 養 の 給 付 等 1 600,000 480,000

食事療養・生活療養 （再掲）

一部負担金 他法負担分

120,000

療
養
費
等

食 事 療 養 ・ 生 活 療 養

療 養 費

0

（４） ７０歳以上現役並み所得者分再掲

移 送 費

他法負担分

計 1 600,000

件数 費用額 保険者負担分 一部負担金

120,000480,000

食事療養・生活療養 （再掲）

療 養 の 給 付 等

食 事 療 養 ・ 生 活 療 養

移 送 費

療
養
費
等

療 養 費

計

保険者負担分

食 事 療 養 （再掲）

（５）未就学児分再掲

件数

療 養 の 給 付 等

一部負担金 他法負担分費用額

移 送 費

療
養
費
等

食 事 療 養

療 養 費

計

事例④
療養の給付等

指定公費負担対
象外

のため計上せず

高額療養費を含む
２割負担額



（別添１３）

高額療養費(円)

（再掲）
未就学児分

件数

高額療養費(円)

0

高額療養費(円) 0

（再掲）
70歳以上
一般分

件数

高額療養費(円)

（再掲）
前期

高齢者分

件数 0

高額療養費(円) 0

総数

件数

合算分 単独分

他法併用分 現物給付分

（再掲）

1

75,600

75,600

1

75,600

1

75,600

1

75,600

1 1

75,600 75,600

他法併用分 合計 現物給付分

（再掲）

1

合算分 単独分

多数該当分 その他 多数該当分 長期疾病分 入院分 その他

件数

高額療養費(円)

件数

高額療養費(円)

件数

高額療養費(円)

件数

高額療養費(円)

年

（再掲）
70歳以上現役
並み所得者分

総数

（再掲）
前期

高齢者分

（再掲）
70歳以上
一般分

（再掲）
70歳以上現役
並み所得者分

（再掲）
未就学児分

件数

高額療養費(円)

２．高額療養費の状況

国民健康保険毎月事業状況報告書（事業月報）Ｃ表（２）

月

様式３－２

：平成 平成（ 年度

２．高額療養費の状況

件数

多数該当分 その他 多数該当分 長期疾病分 入院分

） 月診療分

長期高額特定疾病該当者数 人

長期高額特定疾病該当者数 人

合計
その他

0

0

事例④
現物給付時

事例④
現金給付時



（別添１３）

※図中表記について

Ａ［72歳（一般：一般所得）］
B［73歳（一般：一般所得）］ （もしくは自己負担額）

※赤字は現物給付化された高額療養費
※青字は現金給付による高額療養費

■70歳以上入院の

→

↑ ↓ ■70歳以上世帯の

★指定公費負担額 →

■70歳以上入院の

→

↑ ↓

★指定公費負担額
4,400円=44,400-40,000

自己負担限度額
44,400円

■償還額

4,400円 ■償還額
（400,000円） 35,600円=80,000 -44,400

入院
80,000円 自己負担限度額（一般所得）
40,000円 44,400円

（レセプトの種類）

入院

44,400円
■償還額14,400円

2割負担額

一部負担金

25,600円=（40,000＋30,000）-44,400

（被保険者）

（300,000円） 15,600円=60,000 -44,400

30,000円

（医療費）

指定公費負担

60,000円

14,400円=44,400-30,000

自己負担限度額（一般所得）

A

指定公費負担
事例⑤

Ｂ



（別添１３）

件 円 円 円 円

件 円 円 円 円

件 円 円 円 円

件 円 円 円 円

件 円 円 円 円

計

療
養
費
等

食 事 療 養

療 養 費

費用額

移 送 費

食 事 療 養 （再掲）

（５）未就学児分再掲

件数

療 養 の 給 付 等

保険者負担分 一部負担金 他法負担分

計

療
養
費
等

療 養 費

食 事 療 養 ・ 生 活 療 養

移 送 費

食事療養・生活療養 （再掲）

療 養 の 給 付 等

121,200560,000

他法負担分

計 2 700,000

件数 費用額 保険者負担分 一部負担金

18,800

（４） ７０歳以上現役並み所得者分再掲

移 送 費

療
養
費
等

食 事 療 養 ・ 生 活 療 養

療 養 費

一部負担金 他法負担分

121,200 18,800療 養 の 給 付 等 2 700,000 560,000

食事療養・生活療養 （再掲）

（３） ７０歳以上一般分再掲

件数 費用額 保険者負担分

計 2 700,000 560,000 121,200 18,800

療
養
費
等

療 養 費

食 事 療 養 ・ 生 活 療 養

移 送 費

18,800

食事療養・生活療養 （再掲）

療 養 の 給 付 等 2 700,000 560,000

121,200560,000

121,200

18,800

（２） 前期高齢者分再掲

件数 費用額 保険者負担分 一部負担金 他法負担分

計 2 700,000

移 送 費

小 計

そ の 他

ア ン マ ・ マ ッ サ ー ジ

補 装 具療

養

費

診 療 費

柔 道 整 復 師

ハ リ ・ キ ュ ウ

療

養

費

等

食 事 療 養 ・ 生 活 療 養

食事療養・生活療養 （再掲）

保険者負担分 一部負担金 他法負担分

療 養 の 給 付 等 2 700,000 560,000 121,200 18,800

１．医療給付の状況

（１）全体

件数 費用額

保 険 者 名

○保険給付状況
都 道 府 県 ・ 保 険 者 番 号 -

月診療分

都 道 府 県 名

年 月 ）

様式３ 国民健康保険事業月報等

国民健康保険毎月事業状況報告書（事業月報）Ｃ表（１）

（平成 年度：平成

事例⑤
療養の給付等

高額療養費を含む



（別添１３）

長期高額特定疾病該当者数 人

長期高額特定疾病該当者数 人

合計
その他

1

25,600

） 月診療分

２．高額療養費の状況

件数

多数該当分 その他 多数該当分 長期疾病分 入院分

２．高額療養費の状況

国民健康保険毎月事業状況報告書（事業月報）Ｃ表（２）

月

様式３－２

：平成 平成（ 年度 年

（再掲）
70歳以上現役
並み所得者分

総数

（再掲）
前期

高齢者分

（再掲）
70歳以上
一般分

（再掲）
70歳以上現役
並み所得者分

（再掲）
未就学児分

件数

高額療養費(円)

件数

高額療養費(円)

件数

高額療養費(円)

件数

高額療養費(円)

件数

高額療養費(円)

合算分 単独分

多数該当分 その他 多数該当分 長期疾病分 入院分 その他
他法併用分 合計 現物給付分

（再掲）

2 2 2

51,200 51,200 51,200

2 2

51,200 51,200

2 2

51,200 51,200

合算分 単独分

他法併用分 現物給付分

（再掲）

総数

件数 1

高額療養費(円) 25,600 25,600

（再掲）
前期

高齢者分

件数 1 1

高額療養費(円) 25,600

（再掲）
70歳以上
一般分

件数 1 1

高額療養費(円) 25,600 25,600

高額療養費(円)

（再掲）
未就学児分

件数

高額療養費(円)

事例⑤
現物給付時

事例⑤
現金給付時



（別添１３）

※図中表記について

Ｄ［74歳（一般：一般所得・長期特定疾病該当者）］
（もしくは自己負担額）

※赤字は現物給付化された高額療養費
※青字は現金給付による高額療養費

■長期特定疾病該当者の

→

↑ ↓

★指定公費負担額

（レセプトの種類）

入院

10,000円
■償還額3,000円

2割負担額

一部負担金

（医療費）

指定公費負担

14,000円

3,000円=10,000-7,000

（被保険者）

（70,000円） 4,000円=14,000 -10,000

7,000円
自己負担限度額

A

指定公費負担
事例⑥



（別添１３）

件 円 円 円 円

件 円 円 円 円

件 円 円 円 円

件 円 円 円 円

件 円 円 円 円

計

療
養
費
等

食 事 療 養

療 養 費

費用額

移 送 費

食 事 療 養 （再掲）

（５）未就学児分再掲

件数

療 養 の 給 付 等

保険者負担分 一部負担金 他法負担分

計

療
養
費
等

療 養 費

食 事 療 養 ・ 生 活 療 養

移 送 費

食事療養・生活療養 （再掲）

療 養 の 給 付 等

11,00056,000

他法負担分

計 1 70,000

件数 費用額 保険者負担分 一部負担金

3,000

（４） ７０歳以上現役並み所得者分再掲

移 送 費

療
養
費
等

食 事 療 養 ・ 生 活 療 養

療 養 費

一部負担金 他法負担分

11,000 3,000療 養 の 給 付 等 1 70,000 56,000

食事療養・生活療養 （再掲）

（３） ７０歳以上一般分再掲

件数 費用額 保険者負担分

計 1 70,000 56,000 11,000 3,000

療
養
費
等

療 養 費

食 事 療 養 ・ 生 活 療 養

移 送 費

3,000

食事療養・生活療養 （再掲）

療 養 の 給 付 等 1 70,000 56,000

11,00056,000

11,000

3,000

（２） 前期高齢者分再掲

件数 費用額 保険者負担分 一部負担金 他法負担分

計 1 70,000

移 送 費

小 計

そ の 他

ア ン マ ・ マ ッ サ ー ジ

補 装 具療

養

費

診 療 費

柔 道 整 復 師

ハ リ ・ キ ュ ウ

療

養

費

等

食 事 療 養 ・ 生 活 療 養

食事療養・生活療養 （再掲）

保険者負担分 一部負担金 他法負担分

療 養 の 給 付 等 1 70,000 56,000 11,000 3,000

１．医療給付の状況

（１）全体

件数 費用額

保 険 者 名

○保険給付状況
都 道 府 県 ・ 保 険 者 番 号 -

月診療分

都 道 府 県 名

年 月 ）

様式３ 国民健康保険事業月報等

国民健康保険毎月事業状況報告書（事業月報）Ｃ表（１）

（平成 年度：平成

事例⑥
療養の給付等

高額療養費を含む



（別添１３）

長期高額特定疾病該当者数 人

長期高額特定疾病該当者数 人

合計
その他

0

0

） 月診療分

２．高額療養費の状況

件数

多数該当分 その他 多数該当分 長期疾病分 入院分

２．高額療養費の状況

国民健康保険毎月事業状況報告書（事業月報）Ｃ表（２）

月

様式３－２

：平成 平成（ 年度 年

（再掲）
70歳以上現役
並み所得者分

総数

（再掲）
前期

高齢者分

（再掲）
70歳以上
一般分

（再掲）
70歳以上現役
並み所得者分

（再掲）
未就学児分

件数

高額療養費(円)

件数

高額療養費(円)

件数

高額療養費(円)

件数

高額療養費(円)

件数

高額療養費(円)

合算分 単独分

多数該当分 その他 多数該当分 長期疾病分 入院分 その他
他法併用分 合計 現物給付分

（再掲）

1 1 1

4,000 4,000 15,600

1 1

4,000 4,000

1 1

4,000 4,000

合算分 単独分

他法併用分 現物給付分

（再掲）

総数

件数

高額療養費(円) 0

（再掲）
前期

高齢者分

件数 0

高額療養費(円)

（再掲）
70歳以上
一般分

件数 0

高額療養費(円) 0

高額療養費(円)

（再掲）
未就学児分

件数

1

高額療養費(円)

事例⑥
現物給付時

事例⑥
現金給付時



（別紙１） 
 
 
国民健康保険組合（以下「国保組合」）に係る事業年報Ｂ表（３）（４）の取扱いに係

るアンケート調査の実施について 

 

   

  国保組合に係る現行の事業年報Ｂ表（３）(保険料（税）（介護納付金分）賦課徴収状況（介護

保険第２号被保険者分）)の取扱いにつきましては、すでに平成１３年６月１８日付事務連絡でお

伝えしている通り、作成しないこととしているところです（別紙２を参照）。 

 

平成２０年度以降の事業年報の様式改正案として、現行の事業年報Ｂ表（３）を事業年報Ｂ表

（４）とし、新たに事業年報Ｂ表（３）(保険料（税）（後期高齢者支援金分）賦課徴収状況（一般

被保険者分）)を新設する内容についてすでにお示ししておりますが、改めて平成２０年度以降の国

保組合に係る事業年報Ｂ表（３）（４）の作成の要否に関する取扱いを判断したいと思いますの

で、大変お手数をおかけいたしますが、下記の各質問内容について管内各国保組合に聴取の上、

ご回答をいただきますよう宜しくお願い申し上げます。 

 

回答方法につきましては、特に回答用紙の様式等は定めませんので、任意で回答用紙を作成い

ただき、下記照会先のメールアドレス宛てに送信いただきますようお願いいたします。 

 

 なお、誠に勝手ながら回答期限を平成２０年３月１４日とさせていただきますので、遅延等な

くご回答いただけますよう重ねてお願い申し上げます。 

 
 

記 
 
質問１ 管内の国保組合のうち、平成２０年度以降、事業年報Ｂ表（３）（４）のいずれかが作

成できない保険者がありましたら、該当する保険者番号及び保険者名をお答え下さい。管内全

ての国保組合が作成できる場合は「該当なし」とお答え下さい。 
 
質問２ 質問１において該当する保険者があった場合、作成ができない理由を各保険者ごとにお

答え下さい。 
 

【照会先】 

厚生労働省保険局調査課数理第二係 武田、八城
やしろ

 

TEL:03-5253-1111（内線3296） 

E-mail:kokuke@mhlw.go.jp 



（別紙２・参考） 

 

事 務 連 絡 

平成 13 年 6 月 18 日 

 

 

  都道府県民生主管部（局） 

    国民健康保険主管課（部） 

      国民健康保険事業年報担当者  殿 

 

 

                         厚 生 労 働 省 保 険 局  

調 査 課 数 理 第 二 係  

 

 

 

 

国民健康保険事業年報の記載にかかる留意事項等について 

 

 

 

  国民健康保険事業の調査、統計業務につきましては、日頃から格別の御協力を賜り、

厚く御礼申し上げます。 

  さて、平成 12 年度の事業年報の報告にあたって、その記載について照会の多い事項

等をとりまとめましたので、参考までにお送りさせていただきます。報告書作成の際に

参照いただきますようお願い致します。 

  なお、利用されている年報作成システムのプログラム上の誤りや修正等により、特定

の表が作成できない事象が発生した場合につきましても、作成可能な表のみ電子データ

で提出いただく等臨機応変な対応をとることにより、提出期限に遅れることのないよう

留意願います。 

また、年々、診療施設年報について提出が遅れる都道府県が多くなっている傾向にあ

ります。診療施設年報につきましても、事業年報と同様に 8 月 31 日までに提出いただ

きますよう重ねてお願い致します。 

  国民健康保険実態調査、医療給付実態調査等、他の調査との併行作業で御多忙な時期

に恐縮ではございますが、何卒御協力くださいますよう宜しくお願い申し上げます。 



 

（該当Ｑ＆Ａ抜粋） 

 

 

（問１）国保組合について、B表(3)はどのように取扱えばよいか。 

 

 

（答１）国保組合については、B表(3)を作成しない。引き続き、現行どおりの方法で 

B表(2)のみ作成していただきたい。 
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